
　適正な労務管理下における「良質なテレワーク」の普及促進を図るため、テレワーク相談センター等が行
う個別相談及びセミナーの案内、改定されたテレワークガイドラインを周知するとともに、中小企業事業主
に対して、テレワークを導入し、雇用管理改善等に効果を上げた場合に「人材確保等支援助成金（テレワー
クコース）」を支給する支援を行います。

▲

職場における感染防止対策等の推進
〇�　労働局健康課に設置した「職場における新型コロナウイルス感染拡大防止対策
相談コーナー」において、企業・労働者の相談等に対応します。
〇�　「取組の５つのポイント」や「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大
を防止するためのチェックリスト」等を活用して、感染症防止の基本的事項の確
認や職場の実態に即した実行可能な対策を促します。

▲

長時間労働の是正
○　生産性を高めながら労働時間の縮減等に取り組む事業者への労務管理等の支援を行います。
○�　自動車運送事業、建設業など上限規制適用猶予業種・業務を対象に、労働時間法制度や取組事例を紹介
する説明会を開催して自主的な取組を促進、支援します。
○�　時間外・休日労働時間数が月80時間を超えていると考えられる事業場、長時間にわたる過重な労働に
よる過労死等の労災請求が行われた事業場に対する監督指導を実施します。
○�　過労死等防止啓発月間等において、長時間労働の削減等過重労働解消に向けた集中的な周知・啓発を行
うとともに、民間団体の活動に対する支援等の対策を効果的に推進します。
○�　長時間労働につながる取引環境の見直しに向け、関係省庁と連携して、下請等中小事業者への「しわ寄
せ」防止や下請法違反が疑われる事案への対応に努めます。

▲
労働条件の確保・改善対策

○�　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた企業に対する適
切な労務管理に関する啓発指導等を実施します。
○�　基本的労働条件の枠組み及び管理体制の確立、定着のために、
労働基準関係法令の遵守の徹底を図るとともに、重大又は悪質
な事案に対しては、司法処分も含め厳正に対処します。

▲

労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備
● 県内の労働災害発生状況
○�　休業４日以上の労働災害の死傷者数は、平成30年以降４年連続で増加しており、令和３年においても
前年同月比で大幅な増加となっています。死亡者数は令和元年に最小となりましたが、令和３年は43件
（令和４年２月末速報値）と前年同月比で７件増加しました。
○�　死傷災害を業種別でみると、小売業、社会福祉施設などの第三次産業、事故の型別では、転倒災害、腰
痛（動作の反動・無理な動作）が多く発生しており、死亡災害等の重大災害と併せて対策が必要となって
います。

誰もが働きやすい職場づくりⅢ
柔軟な働き方がしやすい環境整備１

安全で健康に働くことができる職場づくり２

6



Ⅲ　誰もが働きやすい職場づくり

● 第13次労働災害防止推進計画重点業種等の労働災害防止対策の推進
○�　労働災害が増加傾向にある第三次産業等については、安全推進者の配置やリスクアセスメントの普及の促
進等を通じて、転倒災害防止対策や腰痛予防対策などの、企業の自主的な安全衛生活動の促進を図ります。
○�　建設業については、墜落・転落災害防止対策など建設工事における労働災害防止対策の促進を図ります。

● �高齢者の特性に配慮した安全衛生対策を
行う企業への支援

○�　休業４日以上の労働災害のうち50歳以上の労働者
に係る災害が全体の約半数を占めており、エイジフレ
ンドリーガイドラインの周知を中心に一層の対策を講
じることが必要です。

● 新たな化学物質の周知、石綿ばく露防止対策の徹底
〇�　化学物質に関するラベル表示の徹底、安全データシート（SDS）の交付の徹底を促し、リスクアセスメ
ントの実施及びその結果に基づく自律的な管理の規制への見直し等の周知を図り、理解を促します。
〇�　改正された特定化学物質予防規則（溶接ヒューム）及び石綿障害予防規則（事前調査結果報告の実施等）
の周知・指導の徹底を図ります。

● 産業保健活動、メンタルヘルス対策の推進
�　長時間労働やメンタルヘルス対策が各事業場で適切に実施
されるよう産業医・産業保健機能の強化、医師による面接指
導の実施、ストレスチェックの実施などについて引き続き指
導等を行います。また、事業場の特性に応じた取組や事業者
と医療保険者とが連携した健康保持増進対策が進められるよ
う「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」や
産業保健関係助成金の周知を行います。
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Ⅲ　誰もが働きやすい職場づくり

▲

総合的なハラスメント対策の推進
�　今年度より、中小企業においてもパワーハラスメント防止措置が義務
化されたことを踏まえ、措置を講じていない事業主に対し厳正な指導を
実施すること等により法の履行確保を図ります。
�　さらに、妊娠・出産、育児休業等に関するハラスメントやセクシュア
ルハラスメント、パワーハラスメントなど職場のハラスメントは複合的
に生じることも多いため、総合的・一体的なハラスメント防止対策の取
組を支援します。
�　「総合労働相談コーナー」（裏表紙参照）では、新型コロナウイルス
感染症を理由とするいじめ・嫌がらせを含め、あらゆる労働問題に関し
て、労働局長の助言・指導、紛争調整委員会によるあっせん等により、
丁寧に対応します。

▲

迅速かつ公正な労災保険の給付
● 新型コロナウイルス感染症に係る的確な労災補償の実施
　新型コロナ感染症に係る労災補償については、迅速かつ的確な調査及び決定を行います。また、労働者等
からの相談があった場合においては懇切丁寧に対応するとともに、事業場などに対し請求勧奨の実施につい
て依頼を行います。

▲

最低賃金・賃金の引上げに向けた生産性向上等に取り組む企業への支援
　最低賃金・賃金の引上げに向けて、業務改善助成金の充実により、業務改善
や生産性向上に係るニーズに応え、賃金引上げを支援します。

▲

最低賃金制度の適切な運営
　神奈川県の最低賃金額について、あらゆる機会を捉えて広く周知を図り、最
低賃金制度の適正な運営を行います。

最低賃金の件名 最低賃金額
（時間額） 効力発生年月日

神奈川県最低賃金 1,040円 令和３年10月１日

▲

治療と仕事及び不妊治療と仕事の両立支援に関する取組の促進
　産業保健総合支援センター等と連携し、「事業場における治療と仕事の両立支援のガイドライン」及び「企
業・医療機関連携マニュアル」の周知と、不妊治療についても同様に「不妊治療を受けながら働き続けられ
る職場づくりのためのマニュアル」や「不妊治療と仕事の両立サポートハンドブック」等の周知・啓発を行
います。さらに、「神奈川県両立支援推進チーム」の
活動を通して、両立支援に係る関係施策の取組の促進
を図ります。

最低賃金・賃金の引上げに向けた生産性向上等の推進３

治療と仕事の両立支援４

治療と仕事の
両立支援ナビ

治療と仕事の
両立支援助成金

不妊治療と仕事の
両立のために
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